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抄　　　録
日本の鉄鋼業界は，特に製銑分野において，常に新しい技術あるいは革新的な技術を導入して発展してきた長

い歴史がある。ここ10年間の技術動向としては，より安価な原燃料の使用技術，高炉／コークス炉の寿命延長技

術，エネルギー削減技術，廃棄物のリサイクル技術，地球環境対応技術等の開発に主眼が置かれた。製銑技術の

開発概要と今後の課題について紹介した。

Abstract
The Japanese steel industry has a long history of introducing new and innovative technologies in the

field of ironmaking. The new technologies introduced during the past ten years include technologies to
use cheaper and lower-grade raw materials, measures to prolong the service life of blast furnaces and
coke ovens, promotion of energy saving, use of wastes and solutions to environmental problems. This
report outlines the condition of production and technological trends and technical development themes
in ironmaking technologies.

1. はじめに

　新日鉄技報の製銑特集号としては，約20年振りということで，こ

の20年間の製銑に拘わる世界および日本の動向を簡単に紹介する。

　1985年のプラザ合意による円高誘導に伴い，設備集約，傾斜生産

体制等の合理化（新日本製鐵では釜石製鐵所２基，堺製鐵所１基，

八幡製鐵所１基，広畑製鐵所１基の各高炉を停止）が進められ，ま

た1990年代はバブル経済崩壊，円高進行により鉄鋼需要が低迷し，

地球温暖化，国内廃棄物等の環境問題が顕在化した。

　2000年代に入ると，世界レベルで鉄鋼業の再編，設備集約が進

み，①鉄鉱石シッパーの統合（2000年には12社以上あったシッパー
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がリオティント，リオドセ，BHP-Billitonの３社に再編され，世界

の約70％のシェアを有するまでに巨大化），②鉄鋼メーカーの統合

と巨大鉄鋼メーカーの誕生（2002年Arcelor，2003年JFEスチール，

2004年Mittal），③鉄鋼メーカー間の提携（国内自動車，家電業界の

海外進出に伴う特殊鋼材の現地調達化などによる新日本製鐵－

Arcelor，POSCO，中国宝山など）等，世界の鉄鋼業界は大きく変革

した。最近は中国景気の影響で，鉄鋼生産が上昇し（図１），資源不

足による資源の高騰，資源の劣質化が目下の懸念事項となってい

る。ここでは，これまで辿ってきた製銑技術の変遷について概観す

ることとし，個々の技術開発の詳細については，製銑特集号の各論

文を参照されたい。

2. 製銑技術の変遷

2.1 製銑技術の動向

　図２に過去約50年に亘る高炉操業技術の変遷を示す。戦後，日本

の鉄鋼業は欧米から多くの最新技術を積極的に導入し，より良い技

術へと発展させると共に，良好な品質の原燃料を大量輸送できる臨

海製鉄所の利点を享受して，世界に冠たる鉄鋼王国を築いた。1960

年代から1970年代にかけては，高炉の高圧化，大型化，高温送風

化，原料の整粒強化を進め，かつ焼結鉱品質の改善，装入物分布制

御の開始，1961年より始まった重油等の燃料吹込み技術により低還

元材比操業を各社競いながら，1980年11月の新日本製鐵君津製鐵所

第４高炉の406 kg/t1)，1981年11月のNKK（現JFE）福山製鉄所第３高

炉の396 kg/t2)の限界に迫る低還元材比操業を達成した。
図１　世界各国での粗鋼生産推移
Crude steel production in the world
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　しかし，高炉羽口からの重油吹込み技術も，1973年と79年の石油

危機（オイルショック）以後，価格競争力を失い，1982年８月には稼

動高炉42基すべてがオイルレス操業に移行した。この当時は製鉄所

全体のエネルギーコスト削減のため，発生ガスの増加を伴う還元材

比の高い高炉操業が指向された。また，コスト削減のための安価原

燃料使用技術の開発が主流となり，高炉操業では微粉炭吹込み操業

に移行した。1981年６月新日本製鐵大分製鐵所第１高炉3)での設備

導入以来，急速に普及し，1998年には国内全高炉に設置され，平均

吹込み量は130 kg/tに達した。1998年，神戸製鋼所加古川製鉄所第

１高炉で254 kg/t4），JFE福山製鉄所第３高炉（以後簡略して表記す

る）で266 kg/t5）の多量吹込みが実施された。

　1990年代の鉄鋼業は図３に示す如く，厳しい環境下での生産活動

を余儀なくされた。また円高レートの高騰やバブル崩壊に伴う不安

定化があり，下記に示す合理化対策技術やコスト低減技術の開発が

精力的に進められた。

　①製銑各工程の制御システム導入と自動化，②微粉炭多量吹込み

技術（微粉炭の燃焼性改善，装入物分布制御，粉流体の挙動を含めた

炉下部現象の解明，低SiO2焼結法など焼結鉱およびコークスの造込

みと高炉評価技術など），③プラスチック使用技術（高炉およびコー

クス炉での処理），④低廉原燃料使用技術（ピソライト多量使用技

術，非微粘結炭多量使用技術など），⑤省力化（焼結機，CDQ （coke

dry quenching）最適運転化，連続アンローダー，コークス炉自動化，

高炉短期改修など），⑥長寿命化（高炉，コークス炉の延命対策技

術），⑦環境対応技術（回転床式還元炉（RHF）によるダスト処理，焼

結機排ガス循環等），⑧新プロセスの開発（代替鉄源製造技術，溶融

還元製鉄法（DIOS），次世代コークス炉（SCOPE21）等），⑨炉内可視

化技術（Venusの開発，高炉トータルモデルの精度向上等）。

　2000年代に入り，上記技術開発の実機化拡大を進めつつ，ここ数

図２　高炉操業技術の変遷
Trend of BF operation

図３　1990年代の日本鉄鋼業を取り巻く環境
Environment surrounding the steel industry in Japan in the 1990s

RAR: reducing agent rate

CR: coke rate

PCI: pulverized coal injection

PC: pulverized coal
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年は中国の景気上昇に伴い，高炉の高生産技術の開発に目が向けら

れている。図４に国内高炉の稼働基数および平均炉内容積を示す

が，ここ数年は高炉の大型化が進められている。例えば新日本製鐵

の場合，2000年以降，名古屋3BF（3 424→4 300 m3），君津3BF（4 063

→4 822 m3），室蘭2BF（2 296→2 902 m3），君津4BF（5 151→5 555 m3），

大分2BF（5 245→5 775 m3：世界最大の大型高炉）のように高炉拡大

改修を実施し，昨今の高炉増産要請に対処している。

　国内鉄鋼各社の高炉の還元材比，出銑比の推移を図５に示す。新

日本製鐵は高炉１基当たりの生産効率を高め，かつ低還元材比操業

を指向してきた。

　労働生産性については，ここ10年の間に約２倍となり，約1 600 t

／人／年と非常に改善された（図６）。これは高炉の集約や大型化，

さらには省力化設備の導入，設備の自動化や合理化さらには操業改

善効果の結果である。

　現状の課題として，高炉を筆頭に各設備の高生産対応技術，資源

の劣質化対応技術，また地球環境対応技術，エネルギー削減技術の

開発に取り組み中である。以下，代表的な技術開発に関し概要を述

べる。

2.2 低廉原燃料使用技術

　原燃料の製銑コストに占める割合は70％前後と高い。1990年初頭

は値上がり率が高く，低品位・安価原料の利用推進が重要な開発課

題として取り組まれた。

2.2.1 焼結鉱製造における低廉鉄鉱石使用技術の開発

　鉄鉱石の購入については，輸送コストの削減からブラジルから豪

州鉱へシフトし（表１，２），かつ豪州鉱でも低廉鉱石に属するゲー

サイト鉱（ローブリバー鉱を主体に，1992年からヤンディー鉱入

荷，2002年からマラマンバ鉱入荷）比率を増加させてきた（図７）。

ゲーサイト鉱は結晶水を多く包含している。その中でもローブリ

バー鉱は脈石量及び脈石中のアルミナ分と結晶水が高いこと，マラ

マンバ鉱は微粉部分が多いことから，それぞれ焼結性が悪くなり，

焼結鉱強度が低下することが難点であった。ローブリバー鉱の多量

使用技術として，アルミナの無害化技術を推進し，新日本製鐵では

選択造粒によるアルミナ封じ込め（無害化）技術6)を開発した。

　一方，焼結機供給ドラム下フィーダの高機能化（ISF7)，風力分級8)

等），スタンド焼結9)などによる焼結機の生産能力向上技術，副原料

図４　高炉基数と高炉炉内容積の変遷
Numbers and average inner volume of blast furnaces in Japan

図５ 日本の鉄鋼メーカにおける高炉出銑比および還元材比の推移
Transition of average RAR and productivity in each company of
Japan

図６　銑鉄および粗鋼の生産量推移と労働生産性
Pig iron production and crude steel production per head of integrated
steel producer's workforce
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表２　豪州鉄鉱石の品質
Amounts and grades of typical iron-ore reserves in Australia

表１　輸入鉱石の国別比率
Changes in the percentage of sources of Japan's iron-ore imports

Reserve
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Low

P-Brockman

2070

63.5

2.1

12.7

2.8

Robe

3000

56.9

2.8

3.6

8.0

Yandi

5200

58.2

1.4

2.8

10.2

Marra

Mamba

6900

61.1

2.3

21.0

6.3

High

P-Brockman

9000

62.7

2.0

19.0

4.1

(2004 fy)
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削減による低SiO2焼結鉱の製造技術 ，造粒強化による疑似粒子構造

の改質を進め，焼結鉱の冷間回転強度（TI），落下強度（SI）を改善し

つつ，ゲーサイト鉱の使用比率を増加させてきた。これらの技術開

発を通して2004年時点における豪州鉱中のゲーサイト鉱の割合は約

60％に達している。また来年以降，高Pブロックマン鉱石あるいは

マラマンバ鉱石とのブレンド鉱の出荷が計画されており，造粒技術

を核とした技術開発の取り組みを実施中である。

2.2.2 コークス製造における非微粘結炭使用技術の開発

　還元材に関しても，羽口からの微粉炭吹き込みだけでなく，コー

クス製造工程でも粘結炭に比べ安価な非微粘結炭の使用比率を年々

増大させてきた。コークス炉での配合比率アップにはコークス強度

改善技術の導入が不可欠であり，CDQ導入10)に加え，新日本製鐵で

は湿炭の調湿技術（CMC）11)，乾燥および微粉部分の塊成化技術

（DAPS）12)を開発した。これら新技術の開発により，配合炭中の水

分は1990年初めの８％台から1999年には５％以下となり，コークス

強度維持条件下で，非微粘結炭使用比率は50％を超えた（図８）。

　ここ数年は高炉の増産に伴う要請で，コークス強度（DI15015）向上

を優先しており非微粘結炭の使用比率は50％弱で推移中である。ま

た，高強度コークスの製造，非微粘結炭の増使用技術に関しては，

高温in-situ NMRイメージング法13)を用いた石炭の新評価法の採用，

膨張圧制御法など，石炭の配合技術に関する検討を継続している。

2.3 高炉での微粉炭吹込みおよび高生産・低コークス比操業

技術

2.3.1 高炉での微粉炭多量使用技術の開発

　高炉での微粉炭吹込み技術はコスト低減に加え，コークス炉の操

業負荷を下げて炉寿命の延命（更には新設炉数のミニマム化）を図る

事に繋がる。

　微粉炭吹込み技術は1981年新日本製鐵大分1BF3)で開始され，その

後各社各高炉に普及した（図９）。当初は微粉炭の燃焼性に関する検

討が主体であったが，その後，微粉炭吹込み量の増大に伴い，高炉

下部の通気性悪化，下部熱損失の増大，炉芯不活性化が顕在化し

た。

　微粉炭比の増大過程では，Ore/Coke（O/C）の高い操業となること

から，Ore/Coke増大に伴う中心流抑制，ガスの周辺流化，熱流比低

下に伴う炉頂ガス温度上昇とそれに伴う通気悪化，コークス比減に

伴う融着帯のコークススリット厚縮小と融着帯の通気抵抗上昇，微

粉炭燃焼性悪化による未燃チャーの蓄積と炉芯表層へのコークス粉

蓄積量の増大による炉芯不活性化，鉱石層の還元性と高温性状悪化

に起因した高FeOスラグ滴下による炉熱低下，低SiO2焼結鉱製造時

には高Al2O3スラグの滴下によるスラグ流動性悪化などの対策が検

討された。

　これら課題を克服するため，高Ore/Coke時の最適装入物分布制御

技術（神戸製鋼開発の中心コークス装入法14）や新日本製鐵開発の反

発板設置15)など，中心流および周辺流の制御），微粉炭の燃焼性制御

技術（過剰酸素比と燃焼性，微粉炭吹込み位置の最適化，最適ラン

ス形状の検討），高Ore/Coke時の高温還元性状改善技術（熱流比制

御，コークス・鉱石ベースの低薄化，小塊コークス増使用技術，低

スラグ化など鉱石層の高温還元性状の改善法の検討）16)，炉下部近傍

の粉蓄積抑制技術（コークス粉化メカニズムの解明と粉化抑制技

術，レースウェイ内および近傍の充填構造，粉流体の挙動，羽口風

速の最適化を含めた送風条件等の検討）等が実施された。図10に還

元材比とPCRとの関係，表３に微粉炭多量吹込みを実施した高炉操

業諸元を示す。

　新日本製鐵では1994年，君津4BFにおいてPC 200 kg/t吹込み試験

を実施し，また1998年には室蘭2BFにおいて高Al2O3原料使用下で，

出銑比2.14，PC 191.4 kg/tの操業を実施した。一方，PCR＞200 kg/t

の操業は神戸製鋼所加古川1BF，JFE福山3BF，上海宝山1BF，

POSCO 3BFで実施された。特に上海宝山1BF，POSCO 3BFでは，こ

れまで限界と考えられた過剰酸素比0.6，Ore/Coke 6.0の操業を達成

している（図10）。各高炉とも，出銑比，還元材比レベルは異なる

が，高PCR操業実績では，炉下部でのコークス発生粉の抑制，鉱石

図８　Dl15015，非微粘結炭比率，石炭水分の推移
Transition of semi-soft coal ratio

図９　Dl15015，非微粘結炭比率，石炭水分の推移
Transition of average pulverized coal rate (PCR), CR, productivity and
number of BF in Japan

図７　安価鉱石使用比率の推移と開発技術
Transition of high goethite ores ratio
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図10　還元材比（RAR）と微粉炭比（PCR）との関係
Relationship between RAR and PCR

表３　高微粉炭比操業を実施した高炉の操業緒元
BF operation data with the high PCR in the world

層の高温性状改善を目指し，原燃料品質に関しては，強度の高い

（高DI）コークスおよび高温還元性状の良好な低SiO2低Al2O3焼結鉱を

使用している16)。

　新日本製鐵では大型化した高炉において，高出銑比あるいはコー

クス比低減を目指した微粉炭の多量吹込み技術が指向され，ここ数

年は発熱量の高い低揮発性微粉炭の高炉への吹込み量増大や円周バ

ランスの改善，燃焼性改善技術さらには高強度コークス使用を前提

とした羽口先送風条件の見直し，高炉プロフィルの検討等が進めら

れた。

2.3.2 高炉における低還元材比操業技術

　高炉の還元材比低減に関する理論的検討は，Ristモデル等で検討

され，①シャフト効率の改善（焼結鉱の被還元性向上，装入物分布

制御など），②ウスタイト還元平衡点（W点）の低温化（高反応性コー

クス使用技術17)），③羽口部入熱の上昇（送風温度上昇，送風湿度低

減等），④銑鉄持ち出し熱量減（Si低減，出銑滓温度低下），⑤炉体熱

損失の低減等が挙げられる。

　図11，表４に過去に実施された低還元材比操業実績を示す。過去

に実施された低還元材比操業は補助還元材の種類によって異なる

が，上記いずれかの技術を具現化したもので，JFE福山3BF（内容積

3 223 m3）での還元材比396 kg/t（1981年Tar 42.1 kg/t，CR 354 kg/t）18)，
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5.46
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4.8
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46.5
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-
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表４　低還元材比操業実施高炉の操業諸元
Low RAR operation data in the BF

新日本製鐵室蘭2BF（内容積2 296 m3）での還元材比440 kg/t（オール

コークス操業CR 440 kg/t），PC操業に移行後は1994年新日本製鐵大

分2BF（内容積5 245 m3）での還元材比455 kg/t（PCR 98 kg/t，CR 357

kg/t）19)，2002年POSCO浦項3BF（内容積3 795 m3）での還元材比493

kg/t（PCR 222.3 kg/t，CR 271 kg/t）の操業が代表的なものである17)。

　新日本製鐵大分2BFで実施した低還元材比操業では，小塊コーク

スの増使用，鉱石層厚の低薄化（高温還元性状改善），送風湿分低

減，焼結鉱被還元性の改善が実施された19)。

　また製銑研究では，焼結鉱高温性状の改善技術に加え，高炉の熱

保存帯温度制御技術（還元平衡点制御）の開発，さらには部分還元鉱

の製造使用技術の開発を継続中である。

　熱保存帯温度制御技術については，他社に先駆け，高反応性コー

クスの製造使用技術の開発を進め，北海製鉄2BFにおいて神華炭を

使用した高反応性コークスの製造使用試験を実施し，その効果を確

認した20)。また最近では非焼成含炭塊成鉱使用による熱保存帯温度

低減技術の開発を実施している21)。

　部分還元鉱の製造使用技術については，二段還元システムを提唱

し，例えば焼結し難い原料を対象に，天然ガスの安価な海外で，高

炉用の部分還元鉱を製造し，国内で使用することで，高炉の高生

産・低還元材比操業を指向するもので，地球環境規模のCO2低減に

も貢献する技術である。

2.3.3 高炉シミュレーションモデルの開発22-24）

　高炉炉内の解明およびプロセス解析技術として，高炉トータルモ

デルの開発が実施された。高炉はガス，固体，液体，粉体が共存

し，多くの反応が進行する極めて複雑な向流移動層型反応容器であ

り，炉上部から装入された常温の鉱石は昇温加熱，還元反応を受

け，軟化融着，最終的に溶融，滴下する複雑なプロセスを経る。数

学モデルは，計算機上に高炉を構築し，一つのオフラインシミュ

レータとしての役割が求められている。1980年代，日本の製鉄各社

は実用的な高炉２次元トータルモデルの開発を進め，計算機の能力

向上と共に，３次元定常・非定常モデルを開発し，また，微粉炭多

量吹込み技術の進展に伴い，高炉下部でのコークス粉，微粉炭未燃

焼粉の挙動を解析するため，気固液の３相に粉も加えた４流体，さ

らには液相としてスラグ・メタルを考慮した５流体高炉モデルの開
図11　過去に実施された低還元材比操業
Blast furnace operation results with low RAR
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* 4.5

1353

5.6
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96.6 + 0

68.9 (36.9)

60.3

5.01 (4.64)

1.8

9

52.3

DI30: 92.9

1481

274

1.28 (14)

Tar injection

Muroran 4BF

1981. 7
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1.84

448

448

0

3.59

1202

23

0

113

51.5

93.9 + 4.6

(31.3)

70.8

5.51 (5.55)

2.13

10.6

DI30: 95.4

1518

315

1.22 (14.9)

All coke

Oita 2BF

1994. 3

5245

2.19

454.7

356.3

PC 98.4

4.52

1268

20

0.5

109

53.3

78.5 + 7

68.1 (35.8)

75.7

5.03 (5.53)

1.61

10.7

47

85.7

1522

287

1.23 (13.5)

Pohang 3BF

2002. 1

3795

2.28

493

271

PC 222.3

* 5.98

1138

6

208

83.1 + 4.9

(39)
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1.5

11.4

52.1
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1516

277

1.25 (14.3)

PC injection

* Estimated
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発が行われ，数式モデルの基本的な枠組みの開発はほぼ終了した

（図12）。

　新日本製鐵の場合，1980年前半に杉山ら25)によって開発された２

次元定常の高炉トータルモデル（BRIGHTモデル）をベースにして，

サブモデルの解析精度向上に取り組んだ。具体的には，松崎ら26）に

よる装入物分布制御モデルの開発，内藤ら27)による焼結鉱還元モデ

ル，還元粉化モデル，高温性状評価と融着帯形状決定モデルの開発

によりサブモデルの更新を行い，操業予測モデル（N-BRIGHTモデ

ル）としての機能を追加し高精度化を達成した。また1990年代後半

からのパーソナルコンピュータの急激な進歩により，現在ではパー

ソナルコンピュータを使用して解析できる環境を整え，解析結果に

ついてはグラフィック表示機能を設けた（図13）。その他の高炉内現

象を取り扱ったモデルとしては，微粉炭燃焼モデルや炉下部非定常

モデル，炉底湯流れモデル，最近では離散要素モデルを用いて２次

元あるいは３次元装入物分布モデルの開発を進めている（図14）。

　また，計算機の改善，高速化に伴い，高炉計装設備については汎

用LANが採用され，大量のデ－タ処理が可能となった。現在，新日

本製鐵君津3, 4BFにおいてN-BRIGHTモデルのオンライン解析を実

施中であり，さらに炉内可視化ツールとしてセンサー情報に基づい

た操業判定システム（Venus）を構築しており，高炉システムとして

操業管理に活用する段階にある。

2.4 高炉，コークスの寿命延長技術の開発

2.4.1 高炉の炉寿命延長

　高炉改修に伴う多大な設備投資の抑制，改修中の生産量の変動を

防止するため，炉寿命延長に対する多くの技術開発が実施され，内

容積当りの累積出銑量は11 000 tを超えている。

　高炉の長寿命化には （1）高炉建設時の設計，（2）稼動中の操業管理

技術，（3）寿命後半の延命，補修技術のいずれもを欠くことはでき

ない。図15に大型高炉の長寿命化の実績および吹卸し要因を示す。

　計画吹卸しを除けば，高炉の寿命を律速する部位はシャフト部と

図12　高炉トータルモデルの開発経緯
Development of mathematical model of blast furnace

図13　パーソナルコンピュータ版のグラフィック表示例
Example of graphic display in personal computer

大分２高炉 設備条件

xxxx m

xxxx m

xxxx m

1.05 m 4.75 m

7.00 m

5.20 m

5.35 m

8.14 m

0.70 m

4.85 m

xxxx deg

xxxx m

xxxx deg

xxxx m

炉頂ゾンデ

垂直ゾンデ

シャフト上部
ゾンデ

シャフト中部
ゾンデ

炉腹ゾンデ

羽口数　40

INPUT DATA

操業予測モデル
起動

操業予測モデル
起動

データチェックデータチェック

GUIGUI

INCREMENT: 3 / 3

[℃]

0.00 

200.00

400.00 

600.00 

700.00 

900.00 

1000.00 

1200.00 

1400.00 

1500.00 

1600.00 

1800.00 

2000.00 

2200.00 

2400.00 

2600.00

1.00 

10.00 

30.00 

40.00 

60.00 

80.00 

99.00

[%]200.0200.0
400.0400.0

600.0 
700.0
600.0 
700.0

900.0900.0

1000.01000.0

1200.01200.0
1400.01400.0

1600.01600.0

1500.01500.0

TG                     RR

0 

–1 

–2 

–3 

–4 

–5

10 

9 

8 

7 

6 

5 

4 

3 

2 

1 

0

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0.0

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0.0

O
/C
 D
is
tr
ib
u
tio
n
 (
–
)

D
e
p
th
 f
ro
m
 S
L
 (
m
)

M
e
a
n
 s
iz
e
 o
f 
co
ke
 (
m
m
)

59 
58 
57 
56 
55 
54 
53 
52 
51 
50 
49 
48 
47 
46 
45 
44

28 
27 
26 
25 
24 
23 
22 
21 
20 
19 
18 
17 
16 
15 
14 
13

M
e
a
n
 s
iz
e
 o
f 
o
re
 (
m
m
)

0        1         2        3        4         5

Distance from Center (m)

C
O
O/C (avg=4.34)
lo/ (lo + lc)

Coke
Ore

解析開始
•  10RABIT
•  NBRIGHT

解析開始
•  10RABIT
•  NBRIGHT

Y

X

ガス流分布指数
  中心　　中間　　 周辺
 35.46　  31.53　   33.01

0        1        2         3         4        5

燃料条件燃料条件

原料条件原料条件

操業諸元操業諸元

装入物分布装入物分布

銑滓成分銑滓成分

設定条件設定条件
詳細設定詳細設定

解析モデル解析モデル

操業予測モデル操業予測モデル

NBRIGHT ⇔ NBFNBRIGHT ⇔ NBF

ゾンデ
フィッティング
ゾンデ

フィッティング



－9－ 新　日　鉄　技　報　第 384 号　 （2006）

製銑技術の開発概要と今後の課題

図15 高炉の吹卸し要因と改修高炉の基数および大型高炉の長寿命化
実績

Causes of blown-out blast furnace and furnace longevity transition of
domestic blast furnaces

炉底部が大部分である。1986年以降の10年間はそれ以前の場合に比

べて朝顔，炉腹部の損傷による吹き止めが減り，炉床壁の浸食によ

るものが多くなっている28)。

　高炉の寿命を律速する炉口，シャフト，炉底の各部位に対する長

寿命化設備技術については，シャフト上部では鉱石受け金物の前面

を取り替え方式としたステーブタイプの水冷板が採用され，シャフ

ト下部から炉腹部にかけては冷却盤およびステーブ共に冷却能向上

と耐火物改善により耐用性の向上が図られた。特に高熱負荷部にお

いては第4世代ステーブや銅製ステーブが採用された。

　一方，1990年以降は炉床壁の耐蝕性向上が最重要課題であると認

識され，カーボンれんが材質の改善と冷却強化が図られた。カーボ

ンれんがについては熱伝導率の向上，気孔径の微細化による溶銑浸
図16　現在稼動中コークス炉の炉齢
Age of coke batteries in Japan

図14　高炉解析のための種々の数学モデル
Simulation model for analysis of blast furnace

透防止を，冷却については冷凍機による水温低下や銅製ステーブの

炉底側壁への採用が図られ，高炉の長寿命化に貢献している。

2.4.2 コークスの炉寿命延長

　コークス炉の多くは1970年代の高度経済成長期に建設されたた

め，平均炉齢は33年であり，40年を超すコークス炉も存在する（図

16）。図17は炉の寿命を40年とした場合のコークス製造能力であ

り，将来のコークス不足は緊急の課題とされた。このように老齢化

が進む中で，コークス炉建設には莫大な建設費用を要することか

ら，コークス炉の寿命延長のための技術開発が検討され，寿命50年

超に向けた努力が続けられている。

　新日本製鐵では，コークス炉の延命策として，コークス炉炭化室

内のカーボン付着挙動の解明とその対策，さらにはコークス炉炭化

室炉壁診断・補修装置の開発，リフレッシュ技術の開発等が進めら

れてきた。

2.5 資源リサイクルおよび省エネルギー技術

　資源を有効に利用する循環型社会の構築に向け，①地球温暖化防

止のための省エネルギーの推進，②循環型社会の構築（鉄のリサイ

クル，ダスト，スラグ，鉄屑など副産物のほぼ100％資源化，さら
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Other equipment
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図17　コークス製造能力
Production capacity of existing coke ovens

には廃プラスチック，廃タイヤ，スクラップ，廃家電処理等の社外

廃棄物リサイクルの推進），③エコプロダクツの積極的な開発（長寿

命，高機能，有害物質フリー鋼材の開発やガス化溶融炉等のエコプ

ラントの開発）等を実施し，ゼロエミッション型製鉄所の実現に向

けた取り組みを推進している。

2.5.1 製銑プロセスを活用した資源リサイクル技術

　新日本製鐵では，2004年度で鉄の製造工程からスクラップを除く

1 760万トンの副産物が発生した。このうちスラグが約70％を占め，

その他にダスト，スラッジなどがある。高炉スラグはセメント原料

用，路盤材および砂に代わる骨材を主体に100％再利用されてい

る。

　所内発生ダスト，スラッジについては，事業所内での原料や亜鉛

精錬用原料としての使用を促進するため，2000年に高炉メーカーと

して世界に先駆けて回転床式還元炉（RHF設備）を君津29)・広畑製鐵

所に導入した。鉄分や炭素分を持つダストおよびスラッジを，ペ

レットやブリケットに成形し，RHF内で加熱還元することにより，

脱亜鉛を促進しつつ還元し，製造された金属鉄は高炉や電気炉で再

利用している。

　社外廃棄物の資源化については，既存の製銑プロセスを利用した

廃プラスチックのリサイクルを推進している。JFE，神戸製鋼所で

は廃プラスチックの高炉利用を進めているが，新日本製鐵ではコー

クス炉化学原料化技術30)による廃プラスチック再商品化を進め，

2000年に名古屋・君津製鐵所，2002年に八幡・室蘭製鐵所，2004年

に大分製鐵所で各設備を稼働開始させ，現在年間約20数万トンの処

理能力を有している（図18）。

　その他には，不燃物も含めた多様なごみ（可燃ごみ，不燃ごみ，

粗大ごみ，資源ごみ，汚泥，消却残渣，埋立ごみ）の処理が可能

で，国内で20数基に及ぶ稼働実績を有する直接溶融資源化システム

や，この溶融炉を使用してのシュレッダーダスト処理31)，さらには

市中屑鉄やダストの併用処理技術として多機能溶融還元炉の開発32)

などが進められている。研究開発段階のプロセスも含めると，製銑

全体系では図19に示すプロセス開発が実施されている。

2.5.2 エネルギー削減技術への挑戦

　日本の鉄鋼業におけるエネルギー消費の1990年からの傾向を図20

に示す。日本鉄鋼業界では粗鋼１億トンの前提で，2010年に1990年

比11.5％削減（うち1.5％は廃プラスチック等のリサイクル）をター

ゲットとして，エネルギー削減技術に取り組み中である。2004年1

月22日に新日本製鐵三村社長は経済産業大臣の諮問機関である総合

資源エネルギー調査会で“2030年のエネルギービジョン”と題する講

演を行い，省エネルギーへの取り組み技術を概説した（図21）。この

ロードマップに従い，製銑部門としては既存省エネルギー技術の実

機化トランスファーや廃プラスチック等のリサイクルの処理量拡大

（鉄鋼業で年間100万トン処理，新日本製鐵では30万トン処理が目

標），さらには高炉の還元材比低減技術の推進等を実施中である。

　1999年から2004年にかけて，当時北海道大学・石井邦宜教授を主

査とする国家プロジェクト“エネルギー半減・環境負荷ミニマムを

目指した高炉の革新的製錬反応に関する研究”が産学官の共同プロ

ジェクトとして実施された。新日本製鐵は，還元性と溶融性に優れ

た高強度鉱石接合体の組成と構造設計のグループに属し，脈石成分

と気孔構造の最適化に関する研究を実施する中で，①高速還元が可

能で，かつ低温滴下が可能な塊成鉱の提示と適正使用割合の提

示，②種々の含C非焼成塊成鉱を製造試作し，高炉の熱保存帯温度

を従来に比べ200℃程度低下可能（1 000℃→820℃）であり（図22）21)，

本技術の推進がCO2低減技術として有望であることを提示した。国

内鉄鋼業の課題として，今後も継続検討が必要である。

　一方，一昨年まで国家プロジェクトとして推進してきた次世代

コークス炉SCOPE21（図23）33)は，約10年に亘る研究開発の結果，

2002年度，新日本製鐵名古屋製鐵所における50 t/d規模のパイロッ

図18　廃プラスチックを処理している製鉄所と容器包装プラスチックの受託量
Ironworks where waste plastics are processed and amount of recycling waste plastics in Japan
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図22　含炭素非焼成塊成鉱使用時の炉内還元挙動
Reduction behavior of carbon-contained agglomerates in a simula-
tion of an actual furnace operation using BIS

図21　省エネルギーへの取り組み（エネルギー戦略ロードマップ）
Efforts toward energy conservation (energy strategy road map)

図20　日本鉄鋼業の省エネルギーへの取り組み状況とターゲット
Trends of energy consumption in the Japanese steel industry since
1990 and the target for 2010
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図19　製銑プロセスの処理分野
Ironmaking process including environmental recycle system
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図24　次世代高炉のプロセスイメージ
Process image of next generation BF operation with low RAR

図23　次世代コークス炉SCOPE21プロセスの概要
Schematic diagram of the SCOPE21 process flow

トプラント試験により，2.4倍の生産性向上，非微粘結炭の増使用

（20％→50％），環境負荷軽減（NOX30％低減（＜100ppm）），エネル

ギー21％削減の可能性を確認した。この結果を受けて，大分製鐵所

での実機化が決定され，エネルギー削減プロセスとして期待されて

いる。

2.6 次世代の製銑技術への展開

　まだ実機化されていない研究開発中のプロセスも含めて，考えら

れる技術を総合して次世代高炉イメージを描くと図24に示すプロセ

ス概念が提示できる34)。

　コークスについては，熱源と還元ガス製造を主体とするが，通気

通液媒体としての役割（高強度化）と熱保存帯温度を制御して炉内反

応効率を改善する役割（高反応性化）を分担させる。鉱石原料につい

ては高生産性かつ低還元材比を指向するため，高強度・高気孔型の

高被還元性焼結鉱や非焼成含炭塊成鉱，さらには部分還元鉄35)，ス

クラップ類の高炉使用が考えられる。また，CO2削減技術となる廃

プラスチックの製銑利用や欧州で研究が進められている脱CO2炉頂

ガスのシャフト部および羽口吹込み，さらには過去精力的に技術開

発を実施した羽口からの粉鉱石吹込み技術36)が含まれる。

　参考として，最近の平均的なコークス（Ash 11.5％）および鉱石類

を使用し，現状の設備条件下（送風温度上限1 250℃）で上記プロセス

の限界となる操業諸元を試算した（表５）34)。

　ベース条件は過去最も低還元材比操業を実施したJFE福山3BFの操

業条件とし，現状の原燃料条件で試算した操業諸元（還元材比428

kg/t）から，①廃プラスチック併用吹込み，②羽口からの粉鉱石吹込

み（ここでは予備還元率70％の粉鉱石吹込み），③還元鉄（100 kg/t）

の炉頂装入，④高反応性コークス使用による還元平衡点制御（熱保

存帯温度100℃低下），⑥脱CO2炉頂ガスのシャフト部および羽口吹

込み時の操業諸元を試算した。表中のＣ比は製銑工程のもので，焼

結鉱製造工程，コークス製造工程での歩留り等を考慮して，Total

carbon rate＝（CR/0.65＋PC＋73.6･SR/1000）･（C）PC＋PC2･（C）PC2で評

価した。ただし，酸素製造や還元鉄製造（海外での天然ガス還元を

前提）に必要なC比は除外した。微粉炭吹込み下での現状操業におけ

るC比が580～630 kg/t程度と考えると，現行の１割以上のC比削減を

目指すにはCase 3以降の操業技術を確立する必要がある。

3. 今後10年の歩みに向けて

　製銑を取り巻く資源や環境の問題は今後も一層厳しくなる。ま

た，近隣諸国との競合も強まると予想される。加えて，今後は次の

ような課題も顕在化すると予想される。即ち，

・既存の改善技術では溶銑コスト削減に限界が来る。

・既存設備の老朽化が進む。

・世界的なコークス供給不足が顕在化しており，海外依存も困難に

なる。

・地球温暖化対策やリサイクル社会構築に向けて一層の環境規制が

強まる。

・さらなる合理化が進む。

　これらの課題に対処するには新たな視点による技術開発の展開が

求められる。例えば，

①山元での事前処理を含む原燃料の改質による高炉での還元溶融負

荷の大幅軽減。

②設備集約と高効率化。

③製銑部門から発生する副産物の高付加価値化。

④石炭改質プロセスや静脈系プロセスとジョイントした鉄製造法に

よるリサイクル社会への貢献。

⑤人材の育成と確保，自動化の推進。

　製銑部門がこれらの課題に対処して行くには，山元や多分野との

協力，大学との連携を緊密にし，時代にマッチした新技術を構築し

て行くことが求められる。
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